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News Release 

日本のインフラファンド投資市場規模調査 2025年 3月末時点 ～調査結果～ 

 

2025年 7月 28日 

 

 

日本のインフラファンド市場規模は 2.9兆～3.3兆円 

三井住友トラスト基礎研究所は、日本のインフラファンド投資市場規模を調査し、2025年 3月末時点の資産額ベー

スで約 2兆 9,400億～3兆 3,300億円と推計した。ファンドからの出資分は約 1兆 600億～1兆 2,400億円で、残り

は融資などによる資金調達と考えられる。このうち上場インフラファンド（5銘柄合計）は資産額ベースで約3,155億円。

上場インフラファンド以外で国内インフラ投資残高が確認できた運用会社は 40社を超えている。 

調査は 2018年度から毎年実施しており、今回が 8回目。国内のインフラに投資するファンドの公表情報を収集し、

必要に応じて運用会社へのヒアリングも行って市場規模を推計した。調査で対象とするインフラは、再生可能エネル

ギー発電施設（太陽光、風力、バイオマス、小規模水力、地熱。以下総称して｢再エネ｣）、系統用蓄電池、空港、道

路、通信施設など。データセンターを投資対象の一部に含むインフラファンドは本調査の対象だが、データセンター

のみを投資対象とするファンドは対象外としている。 

 

私募インフラファンドの市場規模が大幅に増加 

私募インフラファンドの市場規模推計（資産額ベース）は約 2兆 6,200億～3兆 100億円となり、前回対比、約 5,300

億～5,900億円の増加となった。これは、前回の増加額である約1,000億～1,300億円を大きく上回っている。主な理

由として、太陽光発電に加え、それ以外の幅広い分野（風力発電、系統用蓄電池、通信設備、データセンター、空

港など）における投資の進展が挙げられる。 

上場インフラファンドの資産額は前回の約 3,075億円から約 80億円増加し、約 3,155億円となった。一方、時価総

額合計は、約 1,607億円から 43%ほど減少し、約 914億円となった。 

 

風力発電、系統用蓄電池、通信設備、データセンター、空港などへ投資対象が多様化 

前回まで、インフラファンドの投資対象の大部分は太陽光発電が占めていた。今回も、太陽光発電を対象とした投

資ファンド組成の流れは継続している。例えば PAGは、2024年 5月に日本国内の太陽光発電を主な投資対象とす

る PAG REN I ファンド（コミットメント額 5億 5,000万米ドル［約 770億円］）を設立した。 

今回は、これに加えて、風力発電、系統用蓄電池、通信設備、データセンター、空港などへの投資およびファンド組

成が確認された。 

風力発電では、グリーンパワーインベストメントが 2025年 2月にグリーンパワーリニューワブル 2号投資事業有限責

任組合（ファンド金額約 610億円）の組成を公表している。系統用蓄電池関連では、伊藤忠商事が 2024年 9月に

Gore Street Capital Limited と共同で系統用蓄電池専業ファンド（ファンド規模 80億円超）の本格運営を開始した。 

通信インフラ関連では、マッコーリー・アジア・パシフィック・インフラストラクチャー・ファンド 3が 2024年 8月に楽天モ

バイルが保有する通信設備等の一部を活用した 1,500億～3,000億円規模のセール・アンド・リースバックを実施す

ることを公表した。 

データセンター関連では、丸の内インフラストラクチャーが 2025年 1月に組成した総合型インフラファンドであるダイ
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ヤモンドインフラストラクチャー投資事業有限責任組合の第 1号案件として、大規模データセンターへの出資を 2025

年 3月に公表している。 

交通インフラ関連では、グローバル・インフラ・マネジメントが 2024年 9月に組成した Global Infrastructure 

Managementインカム・ファンド 2号投資事業有限責任組合が、仙台国際空港株式会社の無議決権株式への投資を

2024年 10月に実施している。 

投資対象の多様化はここ数年間継続して見られた傾向だが、今回は、その範囲と規模が拡大している。 

 

新しい投資対象の実績積み上げに期待 

今後の動向を見通すため、2025年 4月以降の状況も整理する。再エネ関連では、Zエナジーが 2025年 6月にカ

ーボンニュートラルファンド 3号の設立を公表した。このファンドでは、既設の太陽光発電施設を中心とした投資方針

を変更し、蓄電池事業、風力など太陽光以外の国内再エネ事業にも積極的に取り組むとしている。ジャパン・エクス

テンシブ・インフラストラクチャーは、同社が運用するジャパン・インフラストラクチャー第一号投資事業有限責任組合

が、関西電力などと共同で大阪府泉南郡に国内最大級の系統用蓄電所（定格容量 396MWh）を開発することを

2025年 5月に公表した。 

インフラファンドの投資対象は急速に多様化してきた。今後は、これら新しい分野の投資拡大による、市場のさらなる

活発化が期待される。 

 

 国内インフラファンドの資産額および出資額の推移                               

出所）三井住友トラスト基礎研究所作成 
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【本件のお問い合わせ先】 

 

PPP・インフラ投資調査部 

https://fofa.jp/smtri/a.p/114/ 

 

 

〒105-8574 東京都港区芝 3-33-1 三井住友信託銀行芝ビル 11階 

https://www.smtri.jp/ 
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